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Ｉ
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は じ め に

株式会社 システム は資 本主義が生み出 した最高の発明 のひとっ であるといわれている。 会社

は人間の金銭的欲求に もとづいて設立され、「利 益」 の追 求を目的と して運 営 され てき た。 す

なわち・ 企業は基本的に経済 的利 益 （営利） を追求する組織体 であり、 その意味で 「利益」 は、

企業活 動の象徴でもあった。 これに関連す る諸制度は 「効率性」 や 「合理性」 を標梼しながら、

それに適合 し、 それを促進する形 で形 成さ れてきた。 これがいわ ゆる 「近 代性」 の特徴である

と説か れて いる （今村、１９９４年）。

会計の役割 は市場での取引を記録するこ とであり、 経済的側面を描写す るにはま ことに便利

な機構であっ れ 経営の 「効率性」 や 「合理性」 を判断する情報を生み出す会計制度もまた、

「近 代性」 を体現する制度 であるといえよう。「利益」 の 持っ 意味は、 目に見えな い、 厳密には

把握できない活動の貨幣 単位 （会計数値） への一元化である。 会 計ではこれを測定 と呼 んでい

孔 会計の捕捉対象 は企業 活動であるが、 このようなア プローチ により、 各企業間 で質 的に差

異 がみられる活動は、 貨幣 の動き （あるいは、 情報と して の貨 幣 数値） に 還元 され るこ と で

「利益」 の尺度 に一 元化され、 初めて比較可能 となるのである。 いわゆる 活動 そ れ自体 と い う

意味 での本体と、 それに数値 を当 てはめた写体との関係である。 その 結果、 本体の質的な相 違

は量 的な相 違へと変換されて しまう。 本体 を貨幣単位の数直線上に落 とし込むことが、 経済的

思考・ さ らには 「効率性」 や 「合理性」 の発想にとっては貢要であり、 経済 の発展 には大きな

貢献を果た したのだが、 落と し込む過程 において生 じるさま ざまな
“歪み” （ここ で はこ のよ

うな抽象的な表現 を用 いるが） により、（会計によって） 何 かを視えるように する と 同時 に、

そ れ 以 外 の 本 体 を 視 え な く （不 可 視 化） し て し ま っ た の で あ る （ Ｇｒａｙ，１９９２，ｐ．４１５）。 ま さ し

く これは会計にお ける 「近代性」 を意味 している。

極論すれぱ、 会計と いう手段は人闇の金銭的欲求を助長 してきた。 会計によって測定さ れた

「利益」 は、 有 形・ 無形にわ れわ れの 行動、 あるいは思 考そのものに 影響 を与 え てき た ので あ

る。 本来、 「利 益」 は本体の業績を判断す るための尺度としての役割を果たす と考えられるが、

そ れ以外 には一元的に把握する 手毅を持たないために、 われわれ は貨幣単 位に表現されてい る

「利益」 に頼 らざる をえ ない。 しか しなが ら、 この傾向 が行き過 ぎれぱ、 やが て は本体 と 写体

が遊離 し、 写 体だけが一人歩き を始め、 本来的に幅のある、 あいまいな写体 であるはずの会計
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的 な 「利益」 が企業行動、 さ らにはわれわれの行動基 準その
ものを規定 し始める。 井尻 （１９９２

年） において主張されているこ のような目的への 転化、 別の表現をすれぱ逆機能 といえるかも

しれないが、 それは現代企業社
会の 「利益目標に拘 束された状況」 のなかに比較 的容 易に確認

できるのでは ない であ ろ うか。 利益 は あく まで も測 定 尺度 であ っ て、 目
的そ の もの で はな

い （
１〕
。

企業を取り巻く環境、 企 業に対する社会の 視線は
確実に変化をみせている。 企業の

もっ影響

力はさま ざまな レベルにま で達 しており、 生産・届用・
消費な どのあ らゆる 側面で、 一国の経

済、 さ らに は国
境 の枠 組みを越えそ不可欠な システムと して稼働 している。 その影響力の大き

さか らいって、 企 業はもはや単に
経済的利 益を追求する 組織体 ではあり えない。 かといって、

慈善事業体で はな い。 経済性と社会性の
バラ ンスをいかにとる か、 現境などの間題に配盧 しな

がらいかに利益を追求するかが企業存続の鍵とな 孔

経済活 動を巧妙にとらえてき た会 計システムさえ、 新
金融商 晶の登場により測定構造 の内部

でオ フ・バラ ンスの間題、 また 企業 活動の
グロー バル化にともなう外部構造の面で は国 際的調

和化 などの新たな課題をか かえ、 社会制度
と して の在 り方が間われている。 さ らな る課 題は、

企業の対社会の影響力の増大にともなう企業と社会を結ぷ情報内容の豊富化である。１９７０年代

に入り、 企業の社会的側面に関する情報開示の必優 性が主張され、 発行主体で
ある企業自身か

らの情報発信も多様化 し、 こと社会関連情報 に関しては ディスクロ
ー ジャー は拡 充の方向にあ

る。 これ は企業
と社会 との関係、 あるい は社 会における企業

の存在が間わ れていることを意味

しており、 企業 は新 たな側面への会計的対応 が迫られている。 こ
の企業の新 たな側面への接近

は、 先に触れた会計 が持っ 「近代性」 の 克服である
かも しれない。

本稿の課題 は、 以上の認識に も
と づき、 会計情報の拡大と して の社会関 連情報の開示

の論理

を考察す るこ とである。 社会関違情 報
の開示を理論 づけ るた めに、 ま ずア

カウ ンタ ビリ ティ と

正統性概念 を用 いて両者の関係 を明 らかに しなが ら、 社 会関 連情報
の開示について検討 して み

たい・ そ れはま た、 企業
の会計 情報開示の論理その ものと共 通す るものであ 乱

ＩＩ
．
ア カ ウ ンタ ピ リ テ ィ の 論 理

アカウ ンタ ビリティ （会計貢 任：ａ㏄ｏ㎜ｔａｂｉ１ｉｔｙ） は、 会計制度
を説明する最 も重要な概 念

のひとっであるが、 財務会計の目的が会計責任から意思決定有用性
へと重点移行していくなか

で、 その重要性
が相対 的に低下してきてい るかのような様相を呈 して いる。 しかしながら、 複

雑な現代社会・利害関係 を解き明かすため には今なお有用な概念であり、 アカ ウ ンタ ビリティ

の意義が喪失 して いるとは考えられな い。 井尻 （１９７６年、 ｐ，４９） に おい て は、
「近 代社 会お

よ ぴ近代組織 は、 その活動を記録 し報告
す ることを基礎 とす る会計責１任の複雑なネッ トワーク

に依存 している。 会計のこの機能 は、 社会
や組織が適切 に機能す るため不可欠な ものである。

した がっ て、 会計は、 企業活動とそ の記録
から出発 し、 会計 責任の解除によって終わ るこ

と に



社 会 関 連 会 計 研 究 第 ６ 号 ５３

な る。 少なくとも現行実務 を合 理的に解釈 しようとするか ぎり、 こ れが会計の基本的な性格で

あると いえ 孔 すなわち・ 会計 買任 こそ・ 会計を社会や組織に おける他の情報 システムか ら区

別する ものだということができる」 と述 べられている。

会計制度 の成立をアカウ ンタ ビリティ に求 める見解の前提に は、 受託貢任 （ｓｔｇｗａｒｄｓｈｉｐ）

の発想 が存在 している。 経済資源の所有 者がその管理・連用を自らがおこなわ ずに第三者に委

託し、 一方、 管 理を任された受託者 は所有者 の要 求を浩足させるべく資源を連用す る。 このよ

う な関係は、 伝統的 に利用 されてきた形態である。 両者の関係を継続的に成立させるためには、

管 理・運用 を任され た者 はある一定期間の管理・運用業 績を資源の委託者 （所有者） に報 告・

説明 し、 承認を得る必腰 が生じてくる。 そこ で、 資 源 の所 有者 を委 託 者 （ｐｒｉｎｃｉｐａ１）、 実 際

に 管理 ・運用をおこなう 者を受託者 （ａｇｅｎｔ） 呼 ぴ、 両者 の間に成立している関係を受託責任

と呼ん でいる。 その関係 が最 も顕著に現れるのは企業 （経営者） と株主の関係であり、 資金の

委託一受託関係を前提としながら、 資金の受託者 （経営者） は資金の委託者 （株主） に対して

財務諸表 を提出し、 その承認 を受 け、 免買され 孔 会計という技術、 あ るいはそこから生み出

される会計 情報は、 他の方法、 例 えば記述的な方法に比べ、 資金の管理 ・運用 業績を測定 し、

伝達する目 的に適合した情報内容 を備え ているために、 責任解除の最 も有効な方法として用い

られてきた と考 えられる。 また、 このよう な人と人との利害関係の調整 を目的とする場合には、

情報の 「信頼性」 や 「事後性」 が最も重視され、 会計では制度上、 歴史的原 冊こよる事後的情

報が用 い られて きたのである。

両者の関係をあ らわせ ぱ、 図１のとおり であ る。

資金・資源・権力

企業 （経営者）

（ ａｇｅｎｔ ）

社 会

（ Ｐｒｉｎｃｉｐａ１）

情 報

〈図１〉 企業と社会の委託一受託関係

アカウ ンタ ビリティ に関して、 ここで は以下 の２点にっいて検討しておきたい。 それは委託一

受託関係にかかわる関係当事者の意議の問題と受託貢任解除のサイクルの問題である。

ま ず 第 ｉ の 点 に 関 し て で あ る が、 伝 統 的 な ア カ ウ ン タ ピ リ テ ィ の 思 考 の 基 礎 に は、 ｐｒｉｎｃｉ－

ｐａｌ がもっ 情報を受け取る権利と、 ａｇｅｎｔが担う情報を提供す る義務 という権利一義 務 関係 に

も と づ く 法 律 的 ア プ 回 一 チ が 存 在 し て い る （Ｇｒａｙ，
１９９２
，ｐ．
４１３）。 し か し な が ら、 現 実 に 委 託
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者 と受託者の利害 が常 に一致 していると は限 らな い。 それどころか、 両者の 関係 はコンフリク

トの状況に陥りやすい と考えた方が現実的か もしれない。 このような利害 の対
立を解消し、 両

者間に信頼関係を形成す る手段と して、 法律 を意 識す るのである。 っまり、 法的にア
カウ ンタ

ビリティを課すことに よって、 換言す
れ ぱ法 律の力を借りて、 ある 種強制 的に当事者間で合

意

を形成するような仕組 みが社会的に作り 上げられているのであ 孔 場合によっては・ この信頼

関係の確保は形式 的になり、 儀式性 を帯 びる危険性を含んでいる。 し
かしながらそこには、 社

会的に制度と して 成り 立たせる必腰 性という 視点があると考え られる。 アカ ウ ンタ ビリティの

考察に際 して、 権利 一義務関係
を持 ち出した瞬間から、 権利と義務 そのもの

が法律を前提に し

て成立する概念、で ある
がゆえに、 好 むと好ま ざるとにかかわ らず、 法律を意識

せざるをえない

の で あ る。

しか しなが ら、 このよう
な関係 の形式性への批判と して、 委 託一受託関係に経

済的な視点 を

導入する試み がな されている。 それがいわゆるエイ ジェ ンシー理論に基礎を置く経済学的ア
プ

回一チである・ 利 害対立の原因 は機会
主義的 行動 を前 提と す る ａｇｅｎｔの道 徳 的危 険 （ｍｏｒａ１

ｈａｚａｒｄ） で あ り 、 そ れ を 削 減 す る た め に 必 腰 な エ イ
ジ ェ ン シ ー ・ コ ス ト の 視 点 が 分 析 の 鍵 を

握 っ て い る。 例 え ぱ、 そ こ で ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ は、 受 託 者 の
ポ ン デ ィ ン グ 活 動 の ひ と っ と し

てと らえ られている（２）。 両者の連 いは法律的アプローチ
が規範 的で ある のに 対 し、 経済 学 的

アプローチは記述的 （かつ 実証的） であること、 さ らに後者においては、 情報発信主体 の行 動

意思 が重要な考察の対象 となっていることである。 このようなア プローチがす べて の会計行 動

に当 てはま るのか、 そ れとも部分的
な説明能力 しか持たないのか、 さ らに は社会 関連情 報開 示

の論 理にとって指導的 な意 味をもっか否 かは慎重 に検討していく必腰 がある
（３〕
。

第２に、 受託責任解 除
のサイ ク ルの問題 であるが、 受託責任は資源・資

金の 委託から管理・

運用 する責任に加え、 その結果を報告す る会計貴 任、 さらにはｐｒ
ｉｎｃｉｐａ１の評 価・承認を得て、

ａｇｅｎｔの貴任が解除 されるのであ 孔 いわ ぱ両 者による評価・承認形成
のプロセスであ ると い

える。 コストの視点 を採用 するな らぱ、 両者 間で無条件に信
頼関係が成立 しているときにコス

トは最小になるで あろう。 わが国に おいて、 会計
という手段が合意形成の 手段 として童視され

ず、 したがって企 業が会計のコス トを過 大には負担
せずに済んだこと が戦 後の経済発展に寄与

した事実がそれを 物語るであろう。 効果的
なアカウ ンタ ビリティ 関係 を成立させるためには、

社会の側か らの情 報に対する強 い要 求、 あるいは情報
を求める権利 の意 識が重要であると思わ

れる。 アカウ ンタ ビリティで は、 ともすれぱ企業に対 して
一方的 に情報を開示する責任や義務

を課する側面 のみが強調さ れる が、 そこには社会の側か らの情報要
求 が前 提となっていること

を忘 れて はな らないであろう。 いわゆるモニタリ ングの意識 であ る。 両者
の間に交渉や対立の

過程 を経て、 アカ ウ ンタ
ビリティ 関係を法的な形で保証・規 定す ることにより、 承認・同

意 が

成立する。 アカ ウ ンタ ビリ ティ は権利
と義務の双方向か ら合意 形成を導く 概念であると考え ら

れる のである ω。
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皿． 社会 的ア カウ ンタ ビリ ティ ヘの 拡張 の 可能 性

現代企業の社会的波及効果の増大、 企業を取り巻く利害関係者の多様化と利害の錯綜等によ

り、 社会関連情報の開示 が進みっつ あ る が、 そ の理論 的 根 拠を社 会 的ア カウ ンタ ビリテ ィ

（ｓ㏄ｉａ１ａ㏄ｏ㎜ｔａｂｉｌｉｔｙ） に求める見 解が多い。 すなわち、 伝統 的アカ ウ ンタ ビリ
≠ イ 榎念 が

会計買任の対象・情報内容の両面で、 より社会的なものを含む形に拡張される必腰性が説かれ

て いるのである。 意思決定有用性 が効率性の追求に貢献す る会計 研究とするならぱ、 アカウ ン

タ ビリ ティ に拠り所を求める研究 は、 合意・承認・ネッ トワーク・ 正統性と結ぴっきやすい理

論である といえるかもしれない。 ここで はそ の拡張の可能性を検討 した い。

社 会 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 視 点 は、 例 え ぱ、 イ ギ リ ス の 『コ ー ポ レ ー ト ・ レ ポ ー ト』

（ＡＳＳＣ
，
１９７５）に お け る 公 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ （ ｐｕｂｌｉｃ ａ㏄ｏ ｍｔａｂｉ１ｉｔｙ ） の 発 想 、 Ｇｒａｙ，

Ｏｗｅｎ ＆ Ｍａｕｎｄｅｒｓ （１９８７） の 唱 え る 社 会 契 約 に も と づ く 社 会 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ に み ら れ

る ω 。 わ が 国 に お い て も、 「ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ と し て の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ」 か ら 潜 在 的 投

資 家としての公衆に対する情 報提供を意味する 「実質的経済責任としてのアカウンタビリティ」、

さ らに 「ソ シアル・アカウ ンタ ピリティ」 への展開が主張され （日 本会計研究学会スタ ディ・

グルー ブ、１９７６年）、 あるいは松尾 （１９９２年） では会 計責任 の履 行に よ る情 報開 示の 広 がり

が・ ① 時間 的広がり、 ②立体的広 がり、 ③空闇的広がりの三次元でと らえ られている。

現実に企 業が発信 している社会との関係 を表わす 情報 （いわゆる、 社会関連情報） は、 量的

にも質的に も広 がり をみせている。 例え ぱ、 年 次報告書の一部に組み込まれたり、 特定 の目的

をもって独立 した報告書 が作成・開示され ている。 ドイ ツ・フランスでは従業員関連情報 の開

示 がすすんでおり、 また近年 では環境間題への取り組 みを示す環境関連情報が注目を集め、 環

境 負債のオフ・バラ ンス間題、 現境報告書や環境監査に具体 化しっつ あ る
ω
。 また、 Ｓ ＥＣ

では投資に影書を及ぼす環境支出の開示を求めてい 孔

社会 的アカウ ンタ ビリティ ヘの 拡張を、 会計の枠組みを前提条件と しながら議論するならぱ、

伝統的 アカ ウ ンタ ビリティが基礎 としている委託一受託関係にお ける委託 財産をどうとらえる

かと いう問題が提示される。 いわ ぱ社 会的持分 （Ｓ㏄ｉａｌｅｑｕｉｔｙ） と は何 か であ る。 こ れ もま

た、 理論の 精級化に際しては童要な課題 であろう。 社会的持分の測定 が困難 である のは、 社会

的業績の測定 システ ムが伝統的会計のフ レーム ワーク を援用 した社会的便益 （ｓ㏄ｉａ１ｂｅｎｅｆｉ七）

と 社 会 的 費 用 （ｓ㏄ｉａｌｃｏｓｔ） の 測 定、 さ ら に は 社 会 的 余 剰 （ｓ㏄ｉａ１ ｓｕｒｐｌｕｓ／ｄｅｆｉｃｉｔ） の 算

出というもっ ぱらフロー計 算に集中し、 ス トック計 算に は有益な提言までには至らなかった 歴

史に照応 している。

ここではひとまず会計の 枠組みをはず し、 社会的目的 に照 らして会計が どのような貢献 がで

きるのかを考えてみる。 会計 の枠 に無用 に拘東されること は、 会 計の可能性を削減 して しまう

こ と に な る か ら で あ るｏ
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委託一受託関係を展開 し、 アカ ウンタ ビリティ概念 を拡 張
する場合、 社会 （あるいは利害関

係 者） が企業 （経営者） に委 ねているものを考え れぱ、 それは企
業権力 （ｃｏｒｐｏ由吐ｅｐｏｗｅｒ）

であるという回答を用意す ることはできないで あろうか
（７〕
。 経営 者は

意 思決 定権 ・ 自由 裁量

権を握っており、 情 報の非対称性は、 経営者
が情報の支配権を握っていることを示 している。

権力は同時に義務 を生じさせるが、 この関係 は社会
（あるいは利害関係者） が承認 してこそ成

り 立 っ 関 係 で あ る。 企 業 権 力
の 視 点 は コ ー ポ レ ー ト ・ ガ バ ナ ン ス （ｃｏｒｐｏｍｔｅ ｇｏｖｅｍ ㎜ｃｅ）

の問題に不可欠 であ る ω。 伝 統的アカ ウ ンタ ビリティ が視野にお
さめ てい る開 示 対象 は主 と

して株主に過 ぎないが、 それは制度上、
ガバナ ンス （企業統治） の担い手と して 株主が期 待さ

れてい ることを意味している。 その 延長 として、 証券市場 における
意思決定有用 性アプローチ

は、 Ｍ＆Ａにみられるような証券市 場
の効率性を重視す る匿名 偉のガバナ ンス構造に適合 して

い る。 さらにいえば、 ドイッに代表
される従業員 への情報提供 は、 従業 員を意思 決定過程に組

み入れ、 従業員に監視機能
を担わせ るガバナ ンス 権造 に適 合しているのである。

この考えにもとづけ ぱ、 企業 権力 のモニタリ ングとしてのア
カウ ンタ ビリティの遂行は、 資

金関係の代表である株主、 あるいは債権者だ けに限定さ
れず、 より広いものとなりうる。 情報

内容の点でも資金関係 肥限 定さ れる必腰 はな い。 環境情報の開示は・ 経営者の権
力への監視機

能 の 論 拠 と し て も 見 い 出 さ れ て い る の で あ る （ Ｇｒａｙ，
１９９２
，ｐｐ・
４１４－５九 こ れ は デ ィ ス ク ロ ー

ジャーによる透明 性の確保、 あるい は政 府に
よる直接規制の代替に通 じるものである。 もち ろ

ん、 ア
カウ ンタ ピリ ティ に対する権力 の監視への期待 は、 各国 の社会

的・経済的背景 に依 存し

ている。 そ して企 業の側か らす れ
ぱ、 アカ ウ ン．タ ビリ ティ を受け入

れ、 積極 的に会計 責任 を遂

行す るこ とは、 自らの正統性の
表甲 にっ ながる。 こ れ

が次 章での検討課題 である。

１Ｖ． 企業 と正 統 性

企 業が社会との関係を明示す る情報を開示 し始めたのは、１９７０年代 以降 で ある。 こ
れ は公

害や消 費者間題にみ られる ような企業行動の諸々 の矛盾が表面化 し、 改めて企業に社会とのか

かわり方を意識させた 時代のコ ンテクス トを 物語づている。 さらに、 近年、 環
境情報開示や現

境監査に対する企業の 意識が高まりをみせ ている。 これは、 現境問題
がそれまでの局所的な範

囲か ら地球規模へ と拡 がりをみせたため に、 グロー
バルな視点で環境の保議や維持 が図 られね

ぱな らなくなった こと、 さらに は国家 レ
ベルのみらなず、 企業 レ

ペルでの対応 が不可欠 とな っ

た状況を示 している。 環境問題 は、 企業 に対する
「環境圧力」（Ｇｒａｙ，１９９０）

と しでと らえ ら

れ る。

企 業を取り 巻く 環境が変化 し、 そ れま での行動規範 で
は対 処しきれなくなっ たとき、 組織は

自 らの正統性を社会に向かって主 張し、 社会に受け 入
れられる必腰 があっ た。 それは、 アメ リ

カ における巨犬企業批判の時代 におけるＵ．Ｓ． スティ
ー ルがお こな った 自主 的な 財 務公開 政

策に相通 じるところがある だろう。 ここで は組 織の
正統性の観点から・ 社会関連情報の開示 を
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検 討 し て み た い。
」

企業 の正統性 （ｌｅｇｉｔｉｍａＣｙ） という場 合、 ①企業内部の正統性 と② 企業 外部 の 正統 性 に分

け て考 察す ることが有用 である。 企業内部 の正統性とは、 組織内でのマネ ジメ ントの 権限関係

の検討 であ 孔 一方、 企業外部の正統性 は、 社会における企業の側面に着目 し・ 企業 と社会と

の関係 を論 じる ものである（０㌧ 両者はま ったく独立 した ものではなく・ 両 者の 価値 基 準が 犬

きく乖離 しているこ とが、 わ
が国の企業社会 の間題 となっているといえよう。

ここで注目するの は、 企業外部の
主統性 であ る。 社会全 体 （社会 シス テム） に一 定 の秩序

（制 度的秩序、 あるいは正統的秩序） が保たれている状態 を想定す る。 社会 関連 会計 の議 論に

おいてみられる 「企業 は社会において存在する」 と いう表現は、 企業行動と企業組織に対する

役割期待とが一致 してい ること （一致 しなけれ ぱな らないという規範的な意図を多分に含んで

はいるが） を示 しており、 そ れによって秩序が維持さ れている状態であるということができる。

そ の限りにおいて、 企業 組織の正統性は確保さ れて いる。 企業に対する役割期待を明示す るこ

とは困難であるが、 例え ぱ、 安全性・収益性・成長 性などは伝統的な正統性の尺度である。

そこに時代・現境の変化 が起こり、 企業行動と役割期 待との
バラ ンス関係が崩れたとき、 あ

るいは秩序そのものを新たな 世代へ引 き継がね ぱな らな いときに正統化の間題は発生 し、 企業

組 織は社会に向けて自 らの正 統性 を説明し、 証明 し
な けれぱならなく なる （バーガー＝ ルック

マ ン、１９７７年）。 ディ スクロー ジャー はそ のための重要な手段と して位置 づけ られる。 社 会性

は企業 の新たな正統性の尺度 であ り、 この視点に立っ て社会 関連 情報開示を検討すれぱ・ 揺 ら

ぎかけた企業と社会とのバラ ンス を修 復し、 社会か らの 有形 ・無形の新たな承認を引き出す行

動 であ ると理解できる。

しかしながら・ 鍵となる正統性 のもうひとっの視点 は・ そ こに支配 の意図が内包されている

こと であ 孔 例えぱ・ コッ
カ （１９９２年） では・１９世紀 な ら ぴに ２０世 紀 初頭 の ドイ ツに おい

て・ 企業経 営者が労働者、 職員、 共働者 や世間・ 立法者 の同意ま でをも獲 得する場合、 さらに・

既得の権力、 名 声、 収入における優位 が揺 らいだり、 そ れを守る ための新たな根拠づけが必要

となる場合 に正統性の間題が生 じると し、 企業経営者たちが用い た 「正統性の戦略」 を論 じて

いる。 支配 の対象は、 内部の従業員に限 らない。 この視点に立て ぱ、 ディ スク ロージャーには

企業外部の利害 関係 者、 その総体と しての 社会を支配、 ある いは宥和 化 （山地、 ｉ９９２ 年） す

るための有効な手段としての性格が浮かぴ上がるのであ 孔

以上のよう に、 本 稿との関連において、 正統性には２っの意味 が認 められる。 社会関連情報

開示の理論的基礎と して、 企業か らの自主 的な開示行動であることを強調する 立場 からは、 例

えぱ、 事後的に発生するかもしれない訴訟費用や現境支出を回避する目的 （機会訴訟費用リス

クの削減） や・ 企業 活動の批判に対するカウ ンター戦略と しての性格な ど、 政治一経済的意図

が批判的に強調さ れる場合がある （Ｇｕセｈｒｉｅ＆Ｐａｒｋｅｒ，１９９０）
（一㌦ ま た・ 社会関連情報の開 示

にボ ンディ ング活動 の性格を見い出す見解 もあ る。 これ らは、 それ ぞれ企業 の正統 性の確保と
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何 らかの形 で関連しており、 社会的ア
カウ ンタ ビリティに論拠を見 い出す立場とは対照的であ

る。 この
２っの正統性を明確に区別するこ とは困難であろう

ω
。 企業 と 社会

と の関 係を 考え

た 場合、 企業行
動と組織に対する役割期待 は互いに影響を及 ぼし合 っているという点にお いて

相 互作用 的であり、 両者
の関係 は常に一定 ではなく、 相対的で

あり、 ま た時代の影響
を受ける。

どちらかが一方的に影響を与え、 支配す る関係で はな い。 ここ で
重要と思わ れる のは、 受 け手

の側の主体性であろう。 この点か らす れぱ、 ２つの正 統性 が内 包している
意図 は異な 孔 受け

手の側からの承認の獲得という点に 焦点を当てれ ぱ、 先に指摘したアカウ ンタ
ビリティ関係は、

権利一義務の双方向か らの合意形成 プロセスを法的 に保証するものである。 ま た、
自主的な情

報開示行動は、 法的な背景 はもたな いものの、
や はり 受け手の有形・無形の 承認を獲得しよう

とする活動であろう。 もはや、 受け手を単
なる支 配の対象とみる

、
こと はできない。 法律を背景

とすれぱ強制力 は働く が、 アカ ウンタ ビリティ関 係
を効果的に成立させ ていく ためには、 受け

手の側か らの 側きかけは不可欠 である。

企業 がアカ ウンタどリティ を認識・遂行す ることは、 自 らの正統 性を確保
することである。

さ らに、 社会システムとしてア
カウ ンタ ビリティ遂行の制度を 構築 することは、 揺 らぎかけた

企業 と社会とのバラ ンスを修復 し、 社会 における会社制度そ れ自体の
正統性を確保すること を

意 味するのである。

Ｖ
．
お わ リ に

本稿で は、 会計情報の拡犬と しての社会関連情 報の開示
をアカウ ンタ ビリティ と正統性概念

を検討することにより、 両者の 関係 を明らか に
しながら、 社会関連情報の開 示の論理にっ

いて

検討 した。 会計の論理 から企業 と社会の関係
を探 るのではなく、 企業と社 会の新た

な関係の模

索に会計か らどの ような貢献 が可能かという 立場からの検討である。

本稿 での主 張をま とめれぱ、〈図 ２〉 のようにな る。

ま ず、 社会 的アカ ウンタ
ビリティ は社会 の側から企業に対 して情報 提供を要請するための論

拠に なり うる。 それは
法的な保証の もと での合意・承認形成の ブロセ スであるが、 企業権力に

対す る監視の役割 をも果たす。 それに対 し、 企業の側か らは自主
的に情報発信をおこなうこと

により、 自らの存在
を正統化する必要に迫 られている。 正統 性 の概念 は承 認 （合 意） と 支配

（権力） の２っ の意味を もっ と考えられるが、 両者 の明確な区分 は困難 で
ある。 社会 関連 情報

の開 示においては、 合意・承認獲得 の
プロセスと しての位置 づけが重要であり・ そ の効果 は合

意・承認を与える立場にある人々の主体 性に依存す 孔 さ らに・ 社会 システ
ム としてみれぱ・

アカウ ンタ ビリティの遂行その もの が正統性の確立につな がると考え られ 乱

本稿で は理論的な枠組みのみ を示 したが、 具体的な レ
ベルでの企業に対す る役割期 待を論 じ

る必要があり、 さ らに、 アカウ ンタ
ビリティと正統 性の関係 が歴史的にい かに形成されてきた

のかを検討す るこ とは・ な お残された課題である。
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〈図２〉 社会関連情報開示の位置づけ

〔付記〕

報告 に際し、 多く の先生か ら数々の有 益な御意見をいただ いた。 ここに記して感謝申し上げ

る次第 であ る。

本研究は、 平成５年度文部省科学研究費奨励研究 （Ａ） の成果の一部である。

《注》

＊ 本 稿 は、 拙 稿 「アカ ウ ン タ ビリ テ ィ と 正 統 性 一 社 会 関 連 情 報 開 示 を め ぐ っ て 一」 ｒ産 業 経 理』 第 ５３

巻 第 ２号、 １９９３ 年 に、 加 筆 ・ 修 正 を 加 え た もの で あ る。

ω ここ で 興昧 深 いの は、 こ の よ う な 状 況 に あ っ て も な お、 利 益 を 目 標 や 業 績 と し て 明 示 す る 意 味 を 見 い

だ し て い る 点 で あ る （井 尻・ １９９２ 年・ ｐｐ１
１４－１５ ）

。
そ れ は

、
行 動 へ の イ ン セ ン テ ィ ブ を 与 え る た め に、

は っ き り した 基 準 値 や 尺 度 を 設 定 し て お く こ と の 有効 性 に も と づ い て い る。 そ の 有効 性 は会 計 に よ っ て

測 定 さ れ る 「利 益」 と いう 貨 幣 数 値 の 持 っ 操 作 性 に もと め ら れ る で あ ろ う。

社 会 関 連 伯 報 の 開 示 の 必 要 性 が 主 張 さ れ る の は、 そ れ が 業 績 評 価 尺 度 （基 準） の 多 様 化の 意義 を もち、

新 し い 企 業 の 評 価 軸 と して 確 立 さ れ る こ と に よ り、 画 一 的 な 価 値 観 か ら の 脱 却 が期 待 さ れる か らであ る。

１２１ 詳 し く は、 須 田 （１９９３ 年） を 参 照。

１３〕 監 査 理 論 に 対 す る エイ ジ ェ ン シー 理 論 の 有 効 性 が、 鳥 羽 （１９９４ 年） に お い て 検 討 さ れ て い る。 同 様

の 視 点 は 社 会 関 違 会 計 研 究 に 適 合 す るか は 検 討 せ ね ぱ な らな い 課 題 で あ ろ う。

ω 権 利 一 義 務 関 係 を 基 礎 と す る ア カ ウ ンタ ビリ テ ィ で あ る が、 わ が 国 に お い て は 「権 利」 の観 念 が欠 け、

「権 利 本 位」 で は なく 「義 務 本 位」 で あ る と 指 摘さ れ て い る （川 島、 ｉ９６７年）。 こ こ で 指 描 し た ア カ ウ

ンタ ビ リ ティ 概 念 がわ が 国 に・ ど の 程 度 意 識の 中 に根 づ い て い る の か と い う 根 源 的 な 疑 間 が 提 示 さ れ る

で あ ろ う。

⑤ 詳 しく は、 向 山 （１９９１ 年） を 参 照。
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１６１ 環 境 報 告 書 と し て は、
例 え ぱ

、
ＢＡＳＦ 社 ‘‘Ｄｅｎｋｅｎ Ｐ１ａｎｅｎ Ｈ ａｎｄｅ１ｎ ／ Ｕ ｍ ｗｅ１ｔｂｅｒｉｃｈｔ １９９０

’’ や

Ｍａ ｍ ♀ｓｍａ ｍ 社
“ Ｍｉｔａｒｂｅｉｔｅｒ ｕｎｄ Ｕ ｍ ｗｅ１ｔ１９９０

” が あ げ ら れ る。
Ｂ ＡＳＦ 社 の 環 境 報 告 書 に っ い て

は、 向 山 （１９９４ 年） を 参 照。

（７〕 権 力 （ｐｏｗｅｒ）と は、 社 会 関 係 に お い て、 人 間 の 行 動 様 式 を 統 制 す る 能 力 で
あ り、 企 業 権 力 は 企 業

の 戦 略、 コ ン ト ロ ー ルに 直接 影 響
を 与 え る 詰 力 で あ る と 定 簑 さ れ 孔

１８〕 日 本 型 資 本 主 義 シス テ ム に 対 す る 問 題 提 起 へ の 疑 問 か ら、 わ が 国 で も コ ー ポ レー ト・
ガ バナ ン ス に 関

す る 議 論 が高 ま っ て い る。 コ ー ポ レー ト ・
ガ バ ナ ンス は、 古典 的 に は 会 社 は 誰 の も の で あ る

かの 議論 で

あ る が、 さ ら に 企 業 権 力 に 対 す る 効 果 的 な チ ェ ッ ク ・ ア ン
ド ・ バ ラ ンス シ ス テ ム の 構 築 を も 含 む 広 範 な

視 点 で あ る。 会 計 との か か わ り で は、 監 査 役 や 公 認 会 計
士 の 役 割、 財 務 公 開 制 度 の 在り 方 が潤題

と な る。

（９〕 正 統 性 （１ｅｇｉｔｉｍａＣｙ）と 正当 性 （ｊｕＳｔｉＣｅ） の 両
意 が 存 在 す 孔 ｊｕＳｔｉＣｅ の 正 当 性 に は 倫 理 的 ・ 規 範

的 な 価 値 観 が 入 る。 小 林 （１９９０ 年） で は 組 級 内 部 の 権 限 関
係 が 論 じ られ、 「正 統 性」 で は

な く、 「正 当

性」 の 論 理 によ り、 マ ネ ジメ ン トにｊｕＳｔｉＣｅ を 組 み 込 む 必 要 性
が 説 か れ て い る。

ω 実 際 に、 わ が 国 企 業 の 現 境 情 報 開 示 を考 え た 場 合、
電 力 会 社 で の 開 示 が進 ん で い る。 こ れ は、 公 共 料

金 ・ 環 境 へ の影 響 と い う 点 で 政 府 ・ 消 費者 等 の 注 目 ・ 批 判 に さ らさ れ やす い と い う コ ン テ ク ス ト の も と

に あ る企 業 か ら の カ ウ ンタ ー 戦 略 的 な 側面 を 持っ。 言 増 （１９９４ 年） を 参 照・ さ ら に は・ 業 界 ・ 経 済 団

体 で の指 導 的 地 位 に あ る 企 業 に 対す る 政 府 か らの 指 導 の 側 面 も 強 い。

ω 強 制的 承 認 と い う 支 配、 無 意 識 の 承 認
と い う 支 配 も あ り う る か も し れ な い。 し か しな が ら、 同 時に だ

か ら こ そ、 ア カ ウ ンタ ビ リ ティ を 基 礎 に おく 監 視
が 必 要 で あ り、 そ の よ う

な 支 配 を 打 破 す る 必 要 が生 じ

て く る と 思 わ れ る。
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